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2024年度普通交付税算定結果の検証 
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 2024年７月23日に「令和６年度普通交付税大綱」が閣議報告された。過去最大となった2024年度の地方財政計画を
もとに、2023年人事委員会勧告によるプラス給与改定、会計年度任用職員の勤勉手当を支給、物価高騰対策、岸田内
閣のこども・子育て支援加速化プランなどが交付税算定に反映され、久々に多くの項目で単位費用の引き上げを通じ
て基準財政需要額が大幅に伸び交付税配分の増額へとつながった。また、2007年度の新型交付税の創設以来、地方交
付税法の本則にもとづく経費項目として「こども子育て費」が新設され、社会福祉費などの経費から子育て関連需要
が移されることで、社会保障や教育関連の需要構造が大きく変化したことも2024年度の注目点である。 
 地方交付税は長年のデフレ基調のもとで抑制的な算定を基本に、地方創生などの国の政策枠を臨時的経費で算定す
ることで底上げを図ってきたが、2024年度はインフレ基調において項目全般の算定の充実に大きく踏み出した年度と
いえる。今後、インフレ基調における交付税算定のあり方が人口減少社会の課題とともに問われる。 

 
 
はじめに 
 
 2024年７月23日に「令和６年度普通交付税大綱」
が閣議報告された。2024年度の地方財政計画（以下
「地財計画」と呼ぶ）では、岸田内閣のこども・子
育て政策の強化（いわゆる加速化プラン）、2023年
人事委員会勧告のプラス給与改定等、物価高騰対策
などが盛り込まれ、普通交付税（以下「交付税」と
呼ぶ）算定(１)に反映された。とりわけ、こども・
子育て政策を受けて、基準財政需要額（以下「需要
額」と呼ぶ）に「こども子育て費」が新設されたこ
とが注目される。 
 また12月17日に成立した2024年度補正予算にもと

 
(１) 普通交付税は地方交付税総額の94％に相当する部分で、各自治体への交付額は国の算定式（道府県分と市町村分に

分かれる）にもとづき、自治体ごとに地方税等でまかなうべき経費（基準財政需要額）と地方税等の見込み額の75％
相当（基準財政収入額）を計算し、その差額をもとに決定される。なお、残り６％は特別交付税として災害復旧など
の個別自治体の状況を踏まえて省令にもとづき交付される 

(２) 文中の制度解説や各種金額に言及する箇所では、一部昨年度と同じ文章を用いている 

づき交付税の再算定が行われた。再算定は交付税の
法定原資である国税５税の当初見込みからの上振れ
分を再交付するもので４年連続となった。 
 本稿では以上の動向を踏まえ、2024年度の交付税
の当初算定結果を中心に概要と特徴について分析を
交えて解説する(２)。 
 
1. 2024年度交付税算定の特徴 
 
(１) 2024年度地財計画からみた今年度の特徴 
 まず、交付税算定の大枠となる2024年度地財計画
の特徴について確認しておこう。 
 ◆ 地財計画の規模 
 地財計画（通常収支分）の規模は93兆6,338億円

＜要 旨＞ 
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（前年度比伸び率1.7％ 以下カッコ内同じ）、一
般財源総額は65兆6,980億円（1.0％）といずれも３
年連続で前年度を上回る最高額を更新した。財源不
足は１兆8,132億円（▲8.9％ ▲はマイナス以下同
じ）と３年連続で減少し、実質的に財源不足が解消
した1990年初頭以来最小となった。この結果、国と
地方で財源不足を折半して補てんする「折半ルール」
は３年連続で解消され、臨時財政対策債（以下「臨
財債」と呼ぶ)(３)の発行は既発債の償還分にとどま
り、新規の発行は行われなかった。 
 ◆ 主な歳出の特徴 
 主な地財計画の歳出項目では、給与関係経費が20
兆2,292億円（1.6％）、このうち退職手当以外は19
兆1,527億円（2.0％）と給与改定分等が反映され、
前年度を大きく上回っている。また、計画人員につ
いても定年引き上げにともなう一時的な増員を含め、
一般職員等、義務教育職諸学校教職員、警察官、消
防職員のいずれも増員となっている。これらの内容
は交付税算定において単位費用(４)の算定基礎とな
る標準団体(５)にも反映された。 
 一般行政経費は43兆6,893億円（3.8％）、このう
ち補助事業が25兆1,417億円（4.9％）と社会保障関
係費の自然増や子育て施策の充実などにより大幅に
増加しており、単独事業も15兆3,861億円（2.8％）
と子育て施策の充実分、会計年度任用職員の処遇改
善分、物価高騰にともなう公共施設の光熱費やゴミ

 
(３) 2001年度より導入された仕組みで、普通交付税の一部を臨時財政対策債という地方債に振り替えるもので、各自治

体の発行可能額を計算により確定して財源を確保する。借入にともなう元利償還金は、全額、基準財政需要額に算入
されるため地方交付税の代替財源とみなされる 

(４) 需要額は経費ごとの一般財源充当単価である単位費用、各自治体の必要経費を反映する人口等の客観指標である測
定単位、自治体間のさまざまな経費差を反映する補正係数の３つの要素を乗じて算定される 

(５) 単位費用を決定する際の基準となる自治体規模のことで、道府県分は人口170万人、面積6,500キロ㎡、市町村分は
人口10万人、面積210キロ㎡などを標準団体として設定する。単位費用はこれらに要する単位当たりの一般財源充当
経費を計算して決定する 

(６) 地財計画の歳出項目のうち、一般行政経費の単独事業の別枠で計上されるものについては本稿では「特別枠」と呼
ぶ、一方、この特別枠を受けた交付税算定項目については「臨時的経費」と記述する 

収集等の委託料など上昇分の経費などが盛り込まれ
た。このほか別枠で計上されている特別枠(６)「デ
ジタル田園都市国家構想事業費」１兆2,500億円、
「地域社会再生事業費」4,200億円は同額で存置さ
れた。 
 投資的経費は11兆9,896億円（0.1％）と微増にと
どまっているが、こども・子育て支援事業費や庁舎
移転事業の建設費の物価高騰対策費などの充実が図
られた。なお、これらは起債事業のため、交付税算
定では主に後年度の元利償還金の交付税対応分とし
て反映される。 
 以上の大まかな地財計画の動向を踏まえた上で、
2024年度の交付税算定の特徴をみていこう。 
 
(２) 地財計画に対応した交付税算定の特徴 
 ◆ 2023年度の給与改定分等の反映 
 2023年度の人事委員会勧告の給与改定等を踏まえ、
地財計画では給与改定分として約3,300億円（うち
会計年度任用職員分 600億円）、会計年度任用職
員の勤勉手当の支給分として1,810億円が計上され
た。これらは交付税算定では単位費用の基礎数値に
反映され、常勤職員については給与の統一単価、会
計年度任用職員については職種に応じて関係項目に
反映され、その他については包括算定経費で一括算
定された。なお、具体的な項目や積算上想定する職
種は図表１の通りである。 
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図表１ 会計年度任用職員の給与改定分等の算定状況 
 
 単位費用の積算上、会計年度任用職員を想定している職種は以下のとおりであり、個別算定経費で措置していないもの
については包括算定経費において計上している。 
 
(道府県分） 

経費の種類 細 目 細 節 積算上想定している職種 
警察費 １警察管理費 (２)警察職員費 相談員等 
高等学校費 
（測定単位：生徒数） 生徒経費 生徒経費 特別支援教育支援員、部活動指導員
特別支援学校費 
（測定単位：学級数） 学級経費 学級経費 非常勤講師、学校司書 
社会福祉費 １社会福祉事業費 (４)婦人相談所費 婦人相談員 

衛生費 
１保健所費 
６生活衛生指導費 
７医療行政費 

保健所 
(２)廃棄物処理対策費 
(４)看護師・保健師・助産師費 

産休保健師 
不法投棄監視員 
実習生アルバイト 

こども子育て費 ２こども福祉費 (４)児童扶養手当及び母子父子 
寡婦福祉対策費 母子・父子自立支援員等 

労働費 ３地域雇用対策費 地域雇用対策費 相談員 
地域振興費 １地域振興費 地域振興共通経費 消費生活相談員 

 
(市町村分） 

経費の種類 細 目 細 節 積算上想定している職種 
小学校費 
（測定単位：児童数） 児童経費 児童経費 校庭整備作業員 
小学校費 
（測定単位：学校数） 学校経費 学校経費 特別支援教育支援員、学校司書 
中学校費 
（測定単位：生徒数） 生徒経費 生徒経費 校庭整備作業員 
中学校費 
（測定単位：学校数） 学校経費 学校経費 特別支援教育支援員、学校司書、 

部活動指導員 
高等学校費 
（測定単位：生徒数） 生徒経費 生徒経費 特別支援教育支援員、部活動指導員
その他の教育費 
（測定単位：人口） １教育委員会費 教育委員会費 教科書専門員 
社会福祉費 ２障害者福祉費 (１)障害者自立支援費 身体障害者・知的障害者相談員 
保健衛生費 ４衛生諸費 衛生諸費 保健師 

こども子育て費 １こども成育費 
２こども福祉費 

(４)公立幼稚園費 
(２)児童扶養手当及び母子父子 
寡婦福祉対策費 

特別支援教育支援員 
母子・父子自立支援員等 

高齢者保健福祉費 
（測定単位：65歳以上
人口） 

１高齢者福祉（保
健）費 (１)高齢者福祉（保健）費 保健師 

清掃費 ２分別収集・廃棄
物減量化対策費 分別収集・廃棄物減量化対策費 不法投棄監視員 

林野水産行政費 １林野水産行政費 一般経費 林業巡視員 
地域振興費 
（測定単位：人口） １地域振興費 地域振興共通経費 消費生活相談員 

(資料) 地方財務協会『令和６年度 地方交付税制度解説（単位費用編）』2024年度、22ページより抜粋 
 

 ◆ こども子育て費の新設 
 国のこども未来戦略に掲げる「こども・子育て支
援加速化プラン」（2024～2028年度 以下「加速化
プラン」と呼ぶ）の推進にあわせて、自治体の子育
て対策の全般の財源保障を明確化するために需要額

に「こども子育て費」（測定単位：18歳以下人口）
が新設された。同項目は地方交付税法の本則に位置
付けられるもので、本則における新設項目としては
2007年度の新型交付税導入以来である。 
 同項目では加速化プランの2024年度地方負担分
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2,251億円、自治体独自のこども・子育て施策の実
施分1,000億円などの新たな財政需要を算定すると
ともに、既存の項目から子育て関連の需要額を移行
させた。具体的には社会福祉費（測定単位・人口）、
（保健）衛生費（人口）、その他の教育費（人口お
よび幼稚園等の就学前の子どもの数）、包括算定経
費の一部が対象となった。なお、市町村分のその他
の教育費のうち幼稚園等の就学前の子どもの数を測
定単位とするものは、すべて移行したため測定単位
から削除されている。 
 図表２はこども子育て費に移行した各需要額項目
の経費内容とこども未来戦略等に基づく自治体の財
政需要の内容である。児童福祉費、母子保健（衛生）
費、幼稚園費などの制度上の経費のほか、こども・
子育て支援費、少子化対策費などの政策経費が集約

されており、これに加えてこども未来戦略等にもと
づくこども・子育て施策推進事業費が新設され、か
なり大きな財政需要が算定されている。また、移行
前と移行後では測定単位が異なるため各経費ごとに
補正係数により従来の算定結果との調整を図ってい
る。 
 単位費用は標準団体における人員や施設数などを
設定した上で、各種事業の実施に要する一般財源所
要額を積算し、これを標準団体の測定単位（こども
子育て費の場合、18歳以下人口）で割って算出され
る単位当たりの費用である。算定基礎となる標準団
体の規模内容は以下の通りであり、新たな測定単位
のもとで、基本的には従来の内容が引き継がれてお
り、道府県分の児童福祉司については増員されてい
る。 

 
図表２ 各需要項目からこども子育て費への移行内容 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(資料) 同上より作成 
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〇標準団体の行政規模 
 道府県分 18歳以下人口 28万人 
      児童相談所３カ所 児童委員3,400人、福祉関係職員（現業員等90人、児童福祉司94人）、母子
      ・父子自立支援員８人、児童福祉施設５カ所 
 市町村分 18歳以下人口 １万６千人 
      児童委員190人、福祉関係職員（現業員等13人）、保育所11カ所、児童厚生施設３カ所、児童 
      遊園６カ所） 
 

 こども子育て費の基準財政需要額の算定式につい
ては市町村分では以下の通りで、前年度の各項目か

ら経費を寄せ集めたことから算式も重層的になって
いる。 
  

 
〇市町村分の算定式 
 単位費用×18歳以下人口×（Ｃ＋Ｄ＋Ｅ＋Ｆ＋Ｇ＋Ｈ＋Ｉ） 
Ａ：段階補正 小規模自治体への割増し 
Ｂ：普通態容補正Ⅰ 地域手当差の補正 
Ｃ：密度補正Ⅰ 公私立保育所等の施設区分や保育年齢層などの費用差の補正 
Ｄ：密度補正Ⅱ 子ども・子育て支援新制度対象外の私立幼稚園の通園状況の補正等 
Ｅ：密度補正Ⅲ 同上制度対象の私立幼稚園の通園状況の補正等 
Ｆ：密度補正Ⅳ 公立幼稚園及び幼保連携型認定こども園の通園状況の補正 
Ｇ：事業費補正 施設整備事業の起債元利償還分 
Ｈ：普通態容補正Ⅱ 政令市や中核市の児童福祉司の加配の補正 
Ｉ：Ａ×Ｂ 
 
 
 ◆ 物価高騰にともなう公共施設等光熱費や施設

管理等委託料上昇への対応 
 地財計画では2023年度に引き続き、物価高騰にと
もなう経費増を計上しており、2024年度は新たにゴ
ミ処理等の行政サービスや施設管理委託料の上昇分
として一般行政経費の単独分に300億円を加算し、
総額700億円となった。交付税算定では光熱費分は
包括算定経費に一括算定、各種委託料については関
連する算定項目の単位費用に含まれる委託料を３％
程度引き上げた。 
 ◆ 児童福祉司等の増員（継続） 
 2020年12月に「新たな児童虐待防止対策体制総合
強化プラン」が策定され、2024年度までに児童福祉
司約1,060名、2026年度までに児童心理司約950名を

追加増員する方針が示された。これを踏まえ毎年度
の地財計画の計画人員では所要の増員が図られてい
る。2024年度は児童福祉司を約530名、児童心理司
を約240名増員しており、これを受けて交付税算定
では、道府県分のこども子育て費において、標準団
体の児童福祉司を86名から94名（８名増員）、児童
心理司を35名から38名（３名増員）とそれぞれ拡充
している。 
 
(３) 交付税の算定方法における改定状況 
 2024年度は測定単位については毎年度の改定項目
だけであり、補正係数についても以下で述べる地方
創生関連の算定の見直し以外に特に目立ったものは
ない。  
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 ◆ 地方創生関連経費(７)の成果指標へのシフト
（継続） 

 2015年度から地財計画で「まち・ひと・しごと創
生事業費」として１兆円が計上され、交付税では
「地域の元気創造事業費」（3,900億円 100億円は
特別交付税）と「人口減少等特別対策事業費」
（6,000億円）として算定されており、2023年度か
ら地財計画に計上された「デジタル田園都市国家構
想事業費」においても、交付税の算定項目は存置さ
れている。いずれも人口を測定単位として、人口の
少ない自治体に割増し補正する「段階補正」が適用
され、さらに地域の元気創造事業費では各種歳出抑
制や徴税努力等の取り組みを割増し補正する「行革
努力分」と産業活性化の程度を割増し補正する「地
域経済活性化分」を「経常態容補正」として適用し
ている。一方、人口減少等特別対策事業費では人口
減少率や転出者人口比率などの指標が全国比で劣位
にある場合に割増し補正する「取組の必要度」とそ
れらが全国比で優位にある場合に割増し補正する
「取組の成果」を「経常態容補正」として適用して
いる。 
 このうち「人口減少等特別対策事業費」について
は、「経済財政運営と改革の基本方針2019」（いわ
ゆる「骨太方針」）において、2020年度以降５年間
で「取組の必要度」から「取組の成果」へと需要額
1,000億円分を段階的にシフトさせる方針が打ち出
された。2024年度はその最終年度となり、道府県分、
市町村分あわせて200億円のシフトが行われた。こ
の間のシフトにあたっては、取組の成果の格差が団
体別あるいは条件不利地域において生じるため、そ
れらに配慮した算定式となっている。 
 この「シフト」の2025年度以降の継続は執筆時点
では確認されていないが、いずれにしても地方創生
以降も東京一局集中の流れが変わらないなかで、取
組の成果に算定の重点を置いてきたことには無理が
あったと言わざるを得ない。 
 ◆ 定額減税にともなう地方特例交付金の創設 
 2023年秋の岸田内閣による経済対策として定額減

 
(７) 本稿では地財計画のデジタル田園都市国家構想事業費のうち地方創生推進費に対応した交付税算定の項目である

「地域の元気創造事業費」と「人口減少等特別対策事業費」を合わせて「地方創生関連経費」と呼び、両経費と「地
域社会再生事業費」と「地域デジタル社会推進費」の４項目の総称を「地方創生等臨時的経費」と呼ぶことにする 

税が実施され、2024年度の個人住民税の減収分
9,234億円全額は地方特例交付金により補てんされ
た。基準財政収入額の算定ではその75％が算入され
た。 
 ◆ 測定単位の改定 
 主に毎年度改定されている教育費関連における学
校基本調査の数値、土木関連における道路橋りょう
等の台帳数値の改定にとどまり、算定全体にかかわ
る大きな見直しはない。 
 
2. 2024年度の普通交付税算定結果 
 の概況 
 
 2024年度の普通交付税算定結果の概況についてみ
ていこう。なお、本稿末尾の普通交付税大綱に関す
る資料もあわせて参照されたい。 
 
(１) 交付税総額 
 普通交付税総額は当初算定ベースで17兆5,470億
円（1.7％）と、３年連続で前年度を上回った。こ
のうち道府県分は９兆2,325億円（0.3％）、市町村
分は８兆3,145億円（3.3％）であった。財源不足の
縮小にともない臨財債の発行可能額も4,454億円
（▲54.3％）と３年連続で減少しており、昨年に引
き続き半減している。このうち道府県分は2,399億
円（▲54.8％）、市町村分は2,145億円（▲53.7％）
となった。 
 交付税の臨財債への振替率を実質的な交付税（普
通交付税＋臨財債）に占める臨財債の割合でみると
道府県分、市町村分とも約2.5％であった。なお、
2025年度の地財計画では臨財債の発行はゼロとなり、
名目額と実質額が一致した。 
 
(２) 基準財政需要額（全団体）の状況 
 図表３は財源不足団体と財源超過団体を合わせた
需要額の算定結果である。臨財債振替後でみると道
府県分が24兆2,699億円（1.9％）、市町村分が27兆
9,793億円（2.3％）、臨財債控除前の需要額では道
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図表３ 2024年度普通交付税算定結果総括表（全団体） 
 

（単位：億円、％） 

区  分 
道 府 県 分 市 町 村 分 

令和６年度
 
Ａ 

令和５年度
（当初） 

Ｂ 

 
伸 率 

Ａ/Ｂ－１

令和６年度 
 
Ｃ 

令和５年度 
（当初） 

Ｄ 

 
伸 率 

Ｃ/Ｄ－１

基
準
財
政
需
要
額 

個別算定経費 ａ 
（ｃ～ｇ除き） 194,942 192,014 1.5 214,760 210,631 2.0

包括算定経費 ｂ 13,197 12,921 2.1 25,479 24,568 3.7

地域の元気創造事業費 ｃ 975 975 0.0 2,923 2,924 △0.0

人口減少等特別対策事業費 ｄ 2,000 1,999 0.0 3,997 3,999 △0.0

地域社会再生事業費 ｅ 2,108 2,107 0.1 2,092 2,093 △0.1

地域デジタル社会推進費 ｆ 799 799 △0.0 1,699 1,699 O.0

公債費等 ｇ 31,078 32,716 △5.0 30,987 32,357 △4.2
小  計 
(ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ＋ｅ＋ｆ＋ｇ）ｈ 245,098 243,532 0.6 281,938 278,270 1.3

臨時財政対策債振替相当額 ｉ 2,399 5,311 △54.8 2,145 4,635 △53.7
合  計ｊ 
（ｈ－ｉ） 242,699 238,220 1.9 279,793 273,636 2.3

基準財政収入額 156,041 150,775 3.5 211,982 207,033 2.4

(注)１ 市町村分については、一般算定と合併算定替分を単純に合算したものである（ａ～ｆ及び公債費は一本算定）。 
  ２ 表示単位未満を四捨五入しているため、合計において一致しない箇所がある。 
(資料) 地方財務協会『地方財政』2024年９月号177ページより抜粋 
 
府県分が24兆5,098億円（0.6％）、市町村分が28兆
1,938億円（1.3％）と公債費等を除く各項目が前年
度並みか前年度を上回った結果である。主な要因と
しては、既述の加速化プランの推進や給与改定等、
物価高騰対策などによるもので、主に子育て支援を
担う市町村分の伸び率が高くなっている。 
 
(３) 基準財政収入額（全団体）の状況 
 同じ図表の最下部に記載されている収入額につい
てみると、道府県分が15兆6,041億円（3.5％）、市
町村分が21兆1,982億円（2.4％）と不交付団体の高
い伸び率が寄与している。 
 主な増加税目等としては、道府県分では法人事業
税、特別法人事業譲与税、定額減税減収補てん特例
交付金、市町村分では固定資産税および同特例交付
金があげられる。 
 

(４) 不交付団体の状況 
 昨年度の77団体から83団体（都道府県は東京都）
へと３年連続で増加しており、新たに不交付団体と
なったのは群馬県明和町、埼玉県朝霞市、千葉県君
津市、東京都小平市・昭島市、愛知県名古屋市の６
団体である。 
 
(５) 再算定の状況 
 12月17日に成立した2024年度補正予算において、
交付税法定率分の上振れ分が計上され、これに基づ
き普通交付税再算定大綱が12月24日付けで閣議報告
された。なお、交付税増額分の活用の全体像につい
ては自治総研３月号を参照されたい。 
 図表４は2021年度以降の再算定による交付税の追
加額を比較したものである。2024年度は総額１兆
529億円（道府県分5,512億円、市町村分5,017億円）
と2021年度に次ぐ追加交付額となった。 
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図表４ 再算定の状況 
（億円) 

  2021 2022 2023 2024 
  道府県分 市町村分 道府県分 市町村分 道府県分 市町村分 道府県分 市町村分
 交付税増加額 11,072 8,346 2,326 2,346 2,938 2,498 5,512 5,017
参考（需要額
ベースでみた
追加額の内訳
財源超過団体
含む） 

臨時経済対策費 2,114 2,156 2,269 2,362 1,191 1,246 1,244 1,336
給与改定費  2,080 2,247

臨時財政対策債償還基金費 8,883 6,131 1,760 1,350 2,359 1,780

算 

定 

基 

準 

臨時経済対策債 

・一人当たり各産業
売上高 

・人口増減率 
・年少者人口比率 
・人口密度 

・一人当たり各産業
売上高 

・一人当たり事業所
数 

・人口増減率 
・年少者人口比率 
・出生率 

・一人当たり各産業
売上高 

・一人当たり事業所
数 

・人口増減率 
・年少者人口比率 
・高齢者及び障がい

者人口比率 

・一人当たり各産業
売上高 

・一人当たり事業所
数 

・人口増減率 
・年少者人口比率 
・高齢者及び障がい

者人口比率 

給与改定費   

 人口を基本に法令に
より定数が定められ
ている義務教育・高
等学校の教職員数、
警察職員数等を反映

臨時財政対策債償還基金費 2021年度臨財債発行
可能額の27.4％  

2024年度、2025年度
の普通交付税算定で
見込まれる臨財債償
還額のうち3,000億
円程度を算定 

2025年度、2026年度
の普通交付税算定で
見込まれる臨財債償
還額のうち4,000億
円程度を算定 

(資料) 「令和６年度普通交付税再算定大綱」より作成 
 
 再算定では年度限りの需要額の項目として、補正
予算の経済対策に対応する「臨時経済対策費」、臨
財債の繰り上げ償還に充当する「臨時財政対策債償
還基金費」のほか、年度内の給与改定遡及分の財源
として新たに「給与改定費」が創設された。 
 具体的な算定方法については、臨時経済対策費は
人口を測定単位として、地方創生施策やこども・子
育て支援等に関する客観指標を用いており、前年度
と同様に一人当たり事業所数や一人当たり産業売上
高などの指標で補正をかけて各自治体に配分した。 
 給与改定費では地方公務員の給与改定に対応する
算定となることから、人口を測定単位として、法令
により定数が定められている義務教育・高等学校の
教職員数や警察職員数等の状況により補正する。 
 臨財債償還基金費は当初の国税５税の見込み額を
過少に見積もったことにより、本来であれば発行す
る必要がなかった臨財債の元利償還金に充当するこ
とを目的に配分するもので、2024年度は2025年度、
2026年度に算定される臨財債償還費の各２分の１ず
つを控除した上で、相当額に充てる基金を設置する
ものである。これらの基金費は、事実上臨財債元利

償還金の前払いとなるので、年々の公債費の需要額
算定から除外されることになる。したがって、各自
治体では臨財債の償還にあたり、基金と毎年度の交
付税算入分の管理が複雑になる。 
 
3. 項目別の需要額の状況 
 
(１) 概 況 
 次に当初算定の需要額の増減要因について項目ご
とにみていこう。 
 図表５－１・２は道府県分（東京都除く）と市町
村分（交付、不交付団体計）の項目別需要額の結果
を前年度と比較したものである。 
 こども子育て費の創設により、他の項目から関連
する経費が移行したため、厚生（労働）費を中心に
顕著な増減となっており、項目別の増減の比較はで
きない。まず、こども子育て費は道府県分（東京都
除く）で１兆6,269億円、市町村分（総額）で３兆
2,614億円という算定結果で、市町村分では需要額
項目のなかでもっとも多額となっており、道府県分
でも警察費や高齢者保健福祉費（65歳以上人口）に
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次ぐ規模となっている。一方、経費の移行元となっ
た項目ではほぼ減少しており、その他の教育費（人
口）で道府県分▲1,485億円（▲39.9％）市町村分
▲1,350億円（▲7.6％）、その他の教育費（幼稚園
等の幼児数(８)）で皆減、社会福祉費（人口）で道
府県分▲１兆3,710億円（▲61.7％）市町村分▲２
兆6,657億円（▲72.7％）、衛生費（人口）道府県
分▲203億円（▲1.3％）、保健衛生費（人口）市町
村分▲1,573億円（▲8.8％）という結果となった。
このほか少子化対策費を含む包括算定経費（人口）
ではいずれもプラスの算定結果となっており、需要
額の移行の影響は顕著にはみられない。 
 その他の項目の減少額は比較的小幅にとどまり、
そのなかで数百億円以上の減少となったのは、道府
県分では道路橋りょう費（道路の延長）、地域振興
費、公債費、市町村分では小学校費（学級数）、公
債費である。小学校費を除けば起債の元利償還金算
入の減少によるものと推察され、とりわけ公債費の
減少幅が大きいのは、2023年度の再算定における臨
財債償還基金費の創設により、臨財債の償還額から
相当額を控除する算定が影響しているものとみられ
る。小学校費（学級数）については、１人１台端末
更新費用を児童数に移管したことが影響していると
みられる。なお、中学校費（学級数）についても同

様の移管が行われた。 
 一方、こども子育て費関連以外で数百億円以上の
増加幅となる項目は、道府県分では警察費、小学校
費（教職員数）、中学校費（教職員数）、高等学校
費（教職員数）、特別支援学校費（教職員数）、高
齢者保健福祉費（65歳以上人口・75歳以上人口）、
包括算定経費（人口）。市町村分では消防費（人
口）、その他の土木費（人口）、小学校費（児童
数・学校数）、中学校費（生徒数）、高齢者保健福
祉費（65歳以上人口・75歳以上人口）、清掃費（人
口）、地域振興費（人口）、包括算定経費（人口）
と多岐にわたっている。その主な要因は常勤職員や
会計年度任用職員等の給与改定等による増額や物価
高騰対策によるものである。 
 このほかの増加要因としては、道府県分の小学校
費（教職員数）は段階的な学級編成の見直し（40人
⇒35人）、高齢者保健福祉費は介護保険費の増加や
後期高齢者医療給付負担金等の増加など。市町村分
のその他の土木費（人口）では、内訳となる都市計
画費や住宅土地対策費などの一連の経費が増額され
たことによる。小学校費（児童数）については既述
の通り端末更新費用の移管による。地域振興費（人
口）は人づくり革命などの地方創生関連経費の増額
などが寄与している。 

  

 
(８) 幼稚園および幼保連携型認定こども園の小学校就学前子どもの数 
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図表５－１ 項目別基準財政需要額（道府県分・東京都除く） 
                                              （億円） 

 項  目 測定単位 2023 2024 増減 伸び率

個
別
算
定
経
費 

警察費 警察職員数 17,671 18,154 483 2.7％

土 

木 

費 

道路橋りょう費 道路の面積 2,629 2,650 21 0.8％
道路の延長 4,565 4,361 -204 -4.5％

河川費 河川の延長 892 960 68 7.7％
港湾費（港湾） 係留施設の延長 313 319 6 2.0％

外郭施設の延長 328 315 -13 -3.9％
港湾費（漁港） 係留施設の延長 87 87 0 0.1％

外郭施設の延長 171 160 -11 -6.3％
その他の土木費 人口 1,059 1,117 57 5.4％

教 

育 

費 

小学校費 教職員数 18,674 18,968 294 1.6％
中学校費 教職員数 10,475 10,616 141 1.3％
高等学校費 教職員数 11,232 11,351 119 1.1％

生徒数 1,511 1,521 11 0.7％
特別支援学校費 教職員数 4,955 5,060 105 2.1％

学級数 669 679 10 1.5％

その他の教育費 
人口 3,723 2,238 -1,485 -39.9％

公立大学等学生数 1,084 1,098 13 1.2％
私立大学等学生数 4,043 3,952 -91 -2.2％

厚
生
労
働
費 

生活保護費 人口 895 879 -15 -1.7％
社会福祉費 人口 22,229 8,519 -13,710 -61.7％
衛生費 人口 15,998 15,796 -203 -1.3％
こども子育て費 18歳以下人口 16,269 16,269 皆増
高齢者保健福祉費 65歳以上人口 18,229 18,429 200 1.1％

75歳以上人口 15,985 16,604 619 3.9％
労働費 人口 457 473 17 3.6％

産
業
経
済
費 

農業行政費 農家数 2,720 2,713 -7 -0.2％
林野行政費 公有以外の林野の面積 859 866 8 0.9％

公有林野の面積 254 255 2 0.6％
水産行政費 水産業者数 318 316 -2 -0.6％
商工行政費 人口 2,067 2,075 7 0.4％

総
務
費

徴税費 世帯数 2,690 2,734 45 1.7％
恩給費 恩給受給権者数 24 19 -4 -17.6％
地域振興費 人口 6,256 6,100 -156 -2.5％

地域の元気創造事業費 人口 906 909 3 0.3％
人口減少等特別対策事業費 人口 1,878 1,873 -4 -0.2％
地域社会再生事業費 人口 2,073 2,073 0 0.0％
地域デジタル社会推進費 人口 756 761 5 0.7％

個別算定経費等計（公債費除く）  178,673 181,272 2,599 1.5％
公債費  31,523 30,017 -1,507 -4.8％
包括算定経費 人口 9,100 9,425 325 3.6％

面積 3,276 3,215 -60 -1.8％
包括算定経費計  12,376 12,641 265 2.1％
合計（臨財債控除前）  222,572 223,929 1,357 0.6％
 臨財債（控除）  5,311 2,399 -2,912 -54.8％
合計（控除後）  217,261 221,530 4,269 2.0％
(資料) 総務省「地方交付税関係計数資料」令和５年度、令和６年度版より作成 
(注) 網掛けは前年度を下回る数値（増減値が億円単位に表れないマイナス値はゼロと見なし伸び率も0.0％と表記して

いる） 
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図表５－２ 項目別基準財政需要額（市町村分・総額）一本算定 
                                              （億円） 

 項  目 測定単位 2023 2024 増減 伸び率

個
別
算
定
経
費 

消防費 人口 17,009 17,278 269 1.6％

土 

木 

費 

道路橋りょう費 道路の面積 5,543 5,600 58 1.0％
道路の延長 3,708 3,653 -55 -1.5％

港湾費（港湾） 係留施設の延長 148 150 2 1.4％
外郭施設の延長 188 181 -8 -4.1％

港湾費（漁港） 係留施設の延長 84 84 0 0.0％
外郭施設の延長 89 83 -5 -6.2％

都市計画費 都市計画区域における人口 1,725 1,709 -16 -0.9％
公園費 人口 806 813 8 1.0％

都市公園の面積 376 381 5 1.3％
下水道費 人口 6,641 6,630 -11 -0.2％
その他の土木費 人口 2,060 2,161 101 4.9％

教 

育 

費 

小学校費 
児童数 3,110 3,397 287 9.2％
学級数 2,915 2,765 -150 -5.2％
学校数 2,297 2,427 130 5.7％

中学校費 
生徒数 1,380 1,514 134 9.7％
学級数 1,504 1,426 -78 -5.2％
学校数 973 1,023 50 5.2％

高等学校費 教職員数 712 720 8 1.1％
生徒数 124 127 3 2.4％

その他の教育費 人口 17,856 16,507 -1,350 -7.6％
幼稚園等の幼児数 906  -906 皆減

厚 

生 

費 

生活保護費 市部人口 10,966 11,006 40 0.4％
社会福祉費 人口 36,668 10,011 -26,657 -72.7％
保健衛生費 人口 17,788 16,214 -1,573 -8.8％
こども子育て費 18歳以下人口 32,614 32,614 皆増
高齢者保健福祉費 65歳以上人口 25,283 25,436 153 0.6％

75歳以上人口 15,408 15,816 408 2.6％
清掃費 人口 8,706 8,963 257 3.0％

産 
業

経
済
費

農業行政費 農家数 2,133 2,073 -60 -2.8％
林野水産行政費 林業水産業の従業員数 1,301 1,435 134 10.3％
商工行政費 人口 2,071 2,088 17 0.8％

総
務
費 

徴税費 世帯数 2,216 2,153 -63 -2.8％
戸籍住民基本台帳費 戸籍数 578 584 6 1.0％

世帯数 1,103 1,161 58 5.3％
地域振興費 人口 15,251 15,554 302 2.0％

面積 1,005 1,024 19 1.9％
地域の元気創造事業費 人口 2,924 2,923 -0 0.0％
人口減少等特別対策事業費 人口 3,999 3,997 -2 0.0％
地域社会再生事業費 人口 2,093 2,092 -1 -0.1％
地域デジタル社会推進費 人口 1,699 1,699 0 0.0％

個別算定経費等計（公債費除く）  221,345 225,472 4,127 1.9％
公債費  32,336 30,933 -1,403 -4.3％
包括算定経費 人口 21,655 22,572 917 4.2％

面積 2,913 2,907 -6 -0.2％
包括算定経費計  24,568 25,479 911 3.7％
合計（臨財債控除前）  278,249 281,885 3,635 1.3％
 臨財債（控除）  4,635 2,145 -2,490 -53.7％
合計（控除後）  273,614 279,740 6,125 2.2％
(資料) 図表５－１と同じ 
(注) 網掛けは前年度を下回る数値（増減値が億円単位に表れないマイナス値はゼロと見なし伸び率も0.0％と表記して

いる） 
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(２) 公債費等の状況 
 地方債の元利償還費の交付税算入状況をみてみよ
う。なお、主な元利償還費の交付税算入方法には、
臨財債元利償還費のように個別項目として需要額に
算入する「公債費方式」、各項目の補正係数で算定
する「事業費補正方式」、単位費用の一部として算
入する「標準事業費方式」があるが、本節では分析
可能な前者２つの内訳をとりあげる。 
 図表６－１・２は過去10年間の公債費の内訳と事
業費補正の需要額加算分の推移を表したものである。 
 総額でみると道府県分、市町村分ともに減少傾向
が続いており、2024年度の減少率は道府県分、市町

村分とも過去10年間で最も高くなっている。なかで
も臨財債償還費の減少は顕著で、これは2021年度以
降の再算定において臨財債償還基金費が創設され、
後年度の償還分から基金相当分が控除されたことが
影響しているものと推察される。 
 一方、増加要因に注目すると道府県分では補正予
算債、地方税減収補填債、「その他」に含まれる災
害復旧事業債等の各償還費、市町村分では補正予算
債、過疎対策事業債、「その他」に含まれる災害復
旧事業債等の各償還費が前年度を上回っており、特
に近年頻発する自然災害に対応した災害復旧事業債
の償還費の急増が目立つ。 

 
図表６－１ 主な公債費項目の推移（道府県分・東京都除く） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(資料) 同上より作成 
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図表６－２ 主な公債費項目の推移（市町村分・総額 ＊事業費補正含む） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(資料) 同上より作成 
 
 
(３) 包括算定経費の状況 
 包括算定経費は道府県分、市町村分ともに人口と
面積を測定単位として算定され、前者は主に総務費
関連、後者は道路橋りょう費等の個別算定経費で算
定される土木費関連以外の建設事業費を算定してい
る。文字通り包括的に算定するため、単位費用の基
礎となる標準団体の一般財源充当経費は百万円単位
で積算され、適用される補正係数も人口については
段階補正(９)、面積については土地形態に応じた種
別補正のみであり、単位費用の動向と補正係数の変
化が需要額に直接表れる。 
 ◆ 人口を測定単位とする項目の状況 
 図表７－１・２は人口を測定単位とする項目の標
準団体の経費総額を項目ごとに積み上げて道府県分、
市町村分についてみたものである。 
 総額は道府県分が165.6億円（3.5％）、市町村分
が19.4億円（4.5％）と２年連続で前年度を上回っ
ている。 

 
(９) 人口規模による経費差を補正するもので、人口規模が少ないほど行政コストが割高になるため係数が上昇する 

 項目別にみると、道府県分、市町村分とも2023年
度の給与改定分等の増額を反映して総務費が前年度
を大きく上回っている。とりわけ会計年度任用職員
の期末・勤勉手当の支給等の経費増が反映されたこ
とが寄与している。また、建設事業費ではその他の
建設事業費が前年度を大きく上回っており、特別支
援学校校舎等の改修事業費なども増加している。な
お、地財計画では物価高騰にともなう公共施設等の
光熱費や委託料は前年度同額で計上されているが、
総務費における光熱費高騰に対する経費は前年度を
下回っており、その要因は不明である。ただし、個
別算定経費においても物価高騰分が反映されている
ことから、算定の重点を見直した可能性が考えられ
る。 
 一方、企画費が減少しているのは、前年度までそ
の内数として計上されてきた環境保全対策費が、新
たに「環境費」として独立したことや同じく内数で
あった少子化対策費がこども子育て費に移行したこ 
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図表７－１ 包括算定経費（道府県分・人口）の主な事業内訳の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(資料) 同上より作成 
 
図表７－２ 包括算定経費（市町村分・人口）の主な事業内訳の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(資料) 同上より作成 
 
 
とによるもので、実質的には前年度を上回る要素が
多い。なお、企画費では会計年度任用職員の期末・

勤勉手当の支給等にともなうシステム改修経費が計
上されている。 
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 ◆ 面積を測定単位とする項目の状況 
 図表８－１・２は面積を測定単位とする項目の経
費を同じく積み上げでみたものである。 
 標準団体ベースの総額は道府県分が64.6億円（▲
1.8％）、市町村分が1.7億円（▲0.6％）と引き続
き減少傾向が続いている。 
 道府県分では前年度まで企画費の内数として計上
されてきた環境保全対策費が、人口を測定単位とす
る項目と同様に、新たに「環境費」として独立し、
金額も引き上げられた。その他、国土保全費、建設
事業費のうちその他の建設事業費などが前年度を上
回った。一方で建設事業費のうち河川・砂防施設改

良費や森林整備保全費などが減少している。 
 市町村分では項目の大きな見直しはなく、河川・
水防費等のその他の経費が減少したが、他の経費は
前年度同額となった。 
 包括算定経費は筆者の過去の分析では、交付税算
定上の留保財源の動きと相関が認められ、地方税の
増収見通し（基準財政収入額と留保財源の増加）に
対し包括算定経費（人口）が減少する傾向が過去に
認められた。しかし、近年は地方税の増収に対して
必ずしも包括算定経費（人口）が減少しない状況と
なっており、留保財源の増加以上に需要額の加算が
上回っていることが推察される。 

 
図表８－１ 包括算定経費（道府県分・面積）の主な事業内訳の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(資料) 同上より作成 
  

●－自治総研通巻558号 2025年４月号－●

－ 31 －



 

－ 16 － 

●
－自治総研通巻558号 2025年４月号－● 

図表８－２ 包括算定経費（市町村分・面積）の主な事業内訳の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(資料) 同上より作成 
 
 
4. 需要額の算定基礎の分析 
 
 次に需要額の算定基礎となる単位費用、測定単位、
補正係数の動向についてみていこう。 
 
(１) 単位費用の動向 
 ◆ 概 況 
 図表９－１・２は公債費を除く項目別の単位費用
と単位費用に含まれる給与費の前年度比較である(10)。 
 道府県分、市町村分とも例年に比べてマイナス値
をとる項目が大幅に減少しており、道路橋りょう費、

港湾費、包括算定経費（面積）など、起債の元利償
還金の算定を多く含む項目に限られている。厚生
（労働）費関連のマイナスは既述の通り、こども子
育て費への移行によるものである。 
 全体に前年度を上回る項目が多いのは主に給与改
定等を反映したことが寄与している。図表では単位
費用に含まれる給与費部分の伸び率も記載しており、
単位費用の伸び率が高い項目では給与費の伸び率も
ほぼ相関している。また、給与費以外に単位費用に
含まれる会計年度任用職員の給与改定分もプラスに
寄与しており、全体として単位費用の上昇をもたら
している。 

  

 
(10) 単位費用は交付税の基準財政需要額を算定する際の一般財源を充当する経費単価で、標準団体（道府県分人口160

万人、市町村分人口10万人など）における単位当たりの金額となる。給与費は単位費用の内数に含まれ、項目ごとに
標準団体に必要な人員を設定し、既定の人件費単価を掛け合わせて単価を算出する 
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図表９－１ 単位費用の状況（公債費除く・道府県分） 
 
  単位費用（円）  

費  目 測定単位 2023 2024 単位費用 
伸 び 率 

給与費の 
伸 び 率 

警  察  費 警察職員数 8,489,000 8,687,000 2.3％ 2.4％

土 

木 

費 

道路橋りょう費 道路の面積 136,000 137,000 0.7％ 1.1％
道路の延長 1,928,000 1,893,000 -1.8％ 

河川費 河川の延長 185,000 192,000 3.8％ 1.1％
港湾費（港湾） 係留施設の延長 29,000 29,500 1.7％ 1.3％

外郭施設の延長 5,310 5,200 -2.1％ 
港湾費（漁港） 係留施設の延長 10,200 10,200 0.0％ 1.1％

外郭施設の延長 4,830 4,620 -4.3％ 
その他の土木費 人口 1,250 1,280 2.4％ 1.4％

教 

育 

費 

小学校費 教職員数 5,932,000 5,988,000 0.9％ 0.8％
中学校費 教職員数 5,847,000 5,909,000 1.1％ 0.9％
高等学校費 教職員数 6,659,000 6,736,000 1.2％ 1.2％

生徒数 59,800 62,100 3.8％ 4.2％
特別支援学校費 教職員数 5,536,000 5,583,000 0.8％ 0.8％

学級数 2,186,000 2,188,000 0.1％ 0.9％

その他の教育費 

人口 3,490 2,180 -37.5％ 0.9％
公立大学等 
学生数＊１ 213,000 214,000 0.5％ 
私立学校等 
生徒数＊２ 309,140 312,740 1.2％ 

厚
生
労
働
費 

生活保護費 町村部人口 9,430 9,450 0.2％ 1.1％
社会福祉費 人口 20,500 7,510 -63.4％ -63.2％
衛生費 人口 15,000 14,900 -0.7％ 1.1％
こども子育て費 18歳以下人口 98,600 皆増 
高齢者保健福祉費 65歳以上人口 57,600 58,200 1.0％ 1.1％

75歳以上人口 95,200 98,300 3.3％ 
労働費 人口 435 450 3.4％ -21.4％

産
業
経
済
費 

農業行政費 農家数 116,000 117,000 0.9％ 1.1％

林野行政費 
公有以外の 
林野の面積 5,230 5,310 1.5％ 1.1％

公有林野の面積 15,400 15,500 0.6％ 1.3％
水産行政費 水産業者数 359,000 365,000 1.7％ 1.1％
商工行政費 人口 2,020 2,050 1.5％ 1.2％

総
務
費

徴税費 世帯数 5,680 5,710 0.5％ 1.1％
恩給費 恩給受給権者数 828,000 829,000 0.1％ 
地域振興費 人口 543 553 1.8％ 0.0％

地域の元気創造事業費 人口 950 950 0.0％ 
人口減少等特別対策事業費 人口 1,700 1,700 0.0％ 
地域社会再生事業費 人口 1,950 1,950 0.0％ 
地域デジタル社会推進費 人口 520 520 0.0％ 
包括算定経費 人口 9,410 9,740 3.5％ 

面積 1,082,000 1,062,000 -1.8％ 
(資料) 地方財務協会『令和６年度 地方交付税制度解説（単位費用編）』より作成 
(注) 網掛けは前年度比マイナスとなったもの 
(＊１) 高等専門学校及び大学の学生数 
(＊２) 私立の学校の幼児、児童及び生徒の数  
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図表９－２ 単位費用の状況（公債費除く・市町村分） 
 
  単位費用（円）  

費  目 測定単位 2023 2024 単位費用 
伸 び 率 

給与費の 
伸 び 率 

消  防  費 人口 11,600 11,800 1.7％ 1.9％

土 

木 

費 

道路橋りょう費 道路の面積 71,400 71,900 0.7％ 0.8％
道路の延長 189,000 188,000 -0.5％ 

港湾費（港湾） 係留施設の延長 28,000 28,300 1.1％ 0.8％
外郭施設の延長 5,310 5,200 -2.1％ 

港湾費（漁港） 係留施設の延長 10,000 10,000 0.0％ 0.6％
外郭施設の延長 3,400 3,260 -4.1％ 

都市計画費 計画区域人口 969 981 1.2％ 0.9％
公園費 人口 530 538 1.5％ 0.4％

都市公園の面積 37,300 37,600 0.8％ 
下水道費 人口 103 105 1.9％ 
その他の土木費 人口 1,380 1,420 2.9％ 0.8％

教 

育 

費 

小学校費 
児童数 45,800 51,300 12.0％ 
学級数 883,000 818,000 -7.4％ 0.8％
学校数 11,929,000 12,708,000 6.5％ 11.1％

中学校費 
生徒数 42,300 47,400 12.1％ 
学級数 1,101,000 1,025,000 -6.9％ 0.8％
学校数 10,442,000 11,029,000 5.6％ 12.2％

高等学校費 教職員数 6,489,000 6,554,000 1.0％ 1.0％
生徒数 76,200 78,500 3.0％ 4.8％

その他の教育費 
人口 5,710 4,420 -22.6％ 1.0％

幼稚園等就学前 
子ども数＊１ 753,000 皆減 

厚
生
費 

生活保護費 市部人口 9,400 9,430 0.3％ 0.7％
社会福祉費 人口 28,300 8,050 -71.6％ -46.2％
保健衛生費 人口 8,330 7,180 -13.8％ -4.9％
こども子育て費 18歳以下人口 159,000 皆増 
高齢者保健福祉費 65歳以上人口 71,700 72,100 0.6％ 0.8％

75歳以上人口 83,200 84,900 2.0％ 
清掃費 人口 5,040 5,160 2.4％ 0.6％

産
業
経
済
費

農業行政費 農家数 90,500 92,000 1.7％ 0.6％
林野水産行政費 林水産業従業者 471,000 525,000 11.5％ 0.8％
商工行政費 人口 1,350 1,360 0.7％ 0.8％

総
務
費 

徴税費 世帯数 4,220 4,120 -2.4％ 0.0％
戸籍住民基本台帳費 戸籍数 1,110 1,120 0.9％ 1.1％

世帯数 1,980 2,090 5.6％ 2.2％
地域振興費 人口 1,740 1,740 0.0％ 0.8％

面積 1,022,000 1,024,000 0.2％ 0.6％
地域の元気創造事業費 人口 2,530 2,530 0.0％ 
人口減少等特別対策事業費 人口 3,400 3,400 0.0％ 
地域社会再生事業費 人口 1,950 1,950 0.0％ 
地域デジタル社会推進費 人口 760 760 0.0％ 
包括算定経費 人口 18,600 19,400 4.3％ 

面積 2,203,000 2,200,000 -0.1％ 
(資料) 図表９－１と同じ 
(注) 網掛けは前年度比マイナスとなったもの 
(＊１) 幼稚園及び幼保連携型認定こども園の幼稚園及び幼保連携型認定こども園の小学校就学前子どもの数 
 
 次に単位費用の算定基礎の特徴についてみていこ う。  
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 ◆ 給与費の統一単価（一般職員分） 
 需要額の単位費用では標準団体における職員数と
その構成を項目ごとに設定し、これに給与の統一単
価を乗じて人件費を算定している。項目ごとの職員
配置は部・課長、職員Ａ（経験年数の長い給与費の
高い職員）、職員Ｂ（経験年数の浅い給与費の低い
職員）の４つの区分からなる。 
 図表10は一般職員分の職員給与単価の状況である。

 道府県分、市町村分とも本俸、期末勤勉手当、こ
れらと連動する共済組合負担金で前年度を大きく上
回っており、給与改定等が反映されたことが確認で
きる。退職手当の減少は定年延長にともない地財計
画において2023年度と2024年度の所要額を平準化し
て計上しており、2024年度は2023年度の措置額を踏
まえて推計した結果によっている。 

 
図表10 職員の給与費単価（一般職員分） 
 
                                                 (円) 
   本  俸 扶養手当 

管理職手当
又は 

時間外手当 
管理職特別
勤 務 手 当

期末勤勉
手  当 退職手当 基金負担金 共済組合

負 担 金 通勤手当 住居手当 合  計 給与単価
（千円）

2023 

道府県分 
部長職 5,107,200 111,340 1,250,400 15,000 2,756,150 562,300 10,270 1,988,950 136,810 48,520 11,986,940 11,990
課長職 4,572,000 111,340 872,400 12,800 1,968,680 503,380 8,420 1,683,860 136,810 48,520 9,918,210 9,920
職員Ａ 4,038,000 111,340 282,660 1,713,900 444,580 6,900 1,482,400 136,810 48,520 8,265,110 8,270
職員Ｂ 2,622,000 111,340 183,540 1,002,220 288,680 4,470 941,200 136,810 48,520 5,338,780 5,340

市町村分 
部長職 4,641,600 102,900 986,400 12,800 1,994,940 531,930 9,640 1,655,000 66,240 34,000 10,035,450 10,040
課長職 4,236,000 102,900 747,600 10,500 1,746,250 485,450 8,540 1,496,650 66,240 34,000 8,934,130 8,930
職員Ａ 3,902,400 102,900 273,170 1,654,620 447,220 7,420 1,388,750 66,240 34,000 7,876,720 7,880
職員Ｂ 2,529,600 102,900 177,070 965,250 289,890 4,770 882,940 66,240 34,000 5,052,660 5,050

2024 

道府県分 
部長職 5,152,800 111,340 1,250,400 15,000 2,849,910 542,590 10,430 2,021,720 135,640 49,340 12,139,170 12,140
課長職 4,611,600 111,340 872,400 12,800 2,035,020 485,600 8,530 1,707,750 135,640 49,340 10,030,020 10,030
職員Ａ 4,072,800 111,340 285,100 1,763,880 428,870 7,000 1,501,670 135,640 49,340 8,355,640 8,360
職員Ｂ 2,644,800 111,340 185,140 1,035,850 278,500 4,540 953,640 135,640 49,340 5,398,790 5,400

市町村分 
部長職 4,669,200 102,900 986,400 12,800 2,056,740 492,600 9,670 1,677,090 65,690 34,440 10,107,530 10,110
課長職 4,261,200 102,900 747,600 10,500 1,800,320 449,560 8,570 1,516,390 65,690 34,440 8,997,170 9,000
職員Ａ 3,925,200 102,900 274,760 1,698,300 414,110 7,440 1,405,710 65,690 34,440 7,928,550 7,930
職員Ｂ 2,545,200 102,900 178,160 995,240 268,520 4,780 894,760 65,690 34,440 5,089,690 5,090

増減 

道府県分 
部長職 45,600 0 0 0 93,760 -19,710 160 32,770 -1,170 820 152,230 150
課長職 39,600 0 0 0 66,340 -17,780 110 23,890 -1,170 820 111,810 110
職員Ａ 34,800 0 2,440 0 49,980 -15,710 100 19,270 -1,170 820 90,530 90
職員Ｂ 22,800 0 1,600 0 33,630 -10,180 70 12,440 -1,170 820 60,010 60

市町村分 
部長職 27,600 0 0 0 61,800 -39,330 30 22,090 -550 440 72,080 70
課長職 25,200 0 0 0 54,070 -35,890 30 19,740 -550 440 63,040 70
職員Ａ 22,800 0 1,590 0 43,680 -33,110 20 16,960 -550 440 51,830 50
職員Ｂ 15,600 0 1,090 0 29,990 -21,370 10 11,820 -550 440 37,030 40

(資料) 同上 
 
 ◆ 単位費用の主な増減理由 
 図表11で給与改定等以外の増減理由の主な特徴を
みていこう。 
 ・道府県分 
 前年度に引き続き、小学校費では小学校の35人学
級への段階的移行にともなう標準団体職員数の増員
のほか、中学校、高等学校を含めて定年引き上げに
ともなう一時的な増員を反映している。その他では
包括算定経費に会計年度任用職員の勤勉手当の支給
等の経費が算入されている。なお、既述のように包

括算定経費以外でも職種に応じて個別項目でも算入
されている。また、昨年に引き続き特別交付税で算
定されていた「地方創生の推進に要する経費」の一
部を普通交付税の項目である地域振興費の「地方創
生のための取り組みに要する経費」に移行している。 
 ・市町村分 
 市町村分では毎年度の地財計画における消防職員
の計画人員増員を踏まえて、昨年に引き続き救急業
務費の職員数の増員が図られた。その他は概ね道府
県分と同様の対応となっている。 
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図表11 単位費用の主な増減理由 
   主   な   内   容 

道 

府 

県 

分 

警察費（警察職員数） 手数料等の見直し 
小・中学校費（教職員数） 小学校費：標準団体職員数（教職員）の増員 中学校費：同左 
高等学校費（教職員数） 標準団体職員数（教職員）の増員 
特別支援学校費（教職員数） 標準団体職員数（教職員）の増員 
生活保護費（町村部人口） 扶助単価等の改定 
高齢者保健福祉費（65歳以上人口） 介護給付費負担金の増加、第１号保険料の低所得者軽減強化に関する標

準段階の見直しにともなう負担減 
高齢者保健福祉費（75歳以上人口） 後期高齢者医療給付費負担金の増加 
林野行政費（公有林以外の林野の面積） 森林環境譲与税の増加にともなう経費の増加 
地域振興費（人口） 特別交付税で算定されていた「地方創生の推進に要する経費」の一部移

行 
包括算定経費（人口） 会計年度任用職員の勤勉手当の支給等による経費の算入 

市 

町 

村 

分 

消防費 救急業務費の職員数の増員 
小学校費（児童数） 2021年関連法改正による学級当たりの児童数見直し 
小・中学校費（学校数） 特別支援教育支援員の経費の拡充、一人一台端末の更新に係る経費を学

級数から移行 
生活保護費（市部人口） 扶助単価等の改定 
保健衛生費（人口） 新型コロナウイルスワクチン定期接種の経費の算入 
高齢者保健福祉費（65歳以上人口） 介護給付費負担金の増加、第１号保険料の低所得者軽減強化に関する標

準段階の見直しにともなう負担減 
高齢者保健福祉費（75歳以上人口） 後期高齢者医療給付費負担金の増加 
林野水産行政費（林業及び水産業の従業
者数） 森林環境譲与税の増加にともなう経費の増加 
包括算定経費（人口） 会計年度任用職員の勤勉手当の支給等による経費の算入 

(資料) 前掲『地方財政』2024年５月号および『制度解説（単位費用編）』より作成 
(注) 網掛けは標準団体の人員が拡充された項目 
 
(２) 測定単位の状況 
 今年度も国調人口の置き換えなどがないため、毎
年度改定される道路面積・距離などの土木費関連、
学校基本調査による教育費関連、都市計画区域人口、
戸籍などの数値の変動が主なものである。 
 例年と同様に土木費関連では道路、港湾、漁港、
河川などに関する数値が概ね増加しているのに対し、
教育費関連では教職員、学級数、児童・生徒数など
は団体規模にかかわらず減少傾向にあるが、小学校
費の学級数については、段階的な学級編成の見直し
により町村以外で増加している。 
 
(３) 補正係数の状況(11)(市町村分） 
 ◆ 市町村分の補正係数（加算項目）の動向 
 通常、交付税算定では、需要項目ごとに各種補正
を連乗加算（乗算と加算を組み合わせる）して最終

 
(11) 昨年の論稿では国調人口の改定前後だったため項目別の補正率を検証したが、今年度は平年度化しているため割愛

した 

補正係数を算出し、これを測定単位に乗じた上で補
正後の測定単位と単位費用を掛けて需要額を算出し
ている。連乗加算のうち加算分の補正係数は需要額
の割増し効果を直接把握することができるため、関
係資料では補正係数ごとに加算額が記載されている。
この資料を用いて市町村分について近年の補正係数
の動向をみてみよう。 
 図表12は、補正係数の需要額への加算額の状況を
直近10年間でみたものである。主な傾向や特徴的な
点は以下の通りである。 
 ・事業費補正：公債費の交付税措置の一つである
事業費補正は、道路橋りょう費等の土木費関連、小
中学校費（学級数）などさまざまな項目に適用され
ている。過去の事業費補正の見直しや公共事業が抑
制されてきたことを背景に減少傾向にあり、2024年
度も前年度を下回り、密度補正とほぼ同水準の加算 
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図表12 補正係数（加算項目）の需要額加算の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(資料) 同上 
 
額となった。 
 ・態容補正（Ⅱ）：都市化の程度や行政権能等の
状況を反映する態容補正の一つである「Ⅱ」は、そ
の他の教育費（人口）、こども子育て費（前年度は
社会福祉費に適用）、農業行政費、林野水産行政費
に適用されている。 
 2017年度に義務教育教職員の給与負担等の権限が
道府県から政令市に移譲されたため、その経費を
「その他の教育費」で補正している。適用される項
目自体が少ないため、ほぼ横ばいで推移してきたが、
2024年度は社会福祉費からこども子育て費への移行
による増加とともにすべての項目で前年度の加算額
を上回ったため、グラフも若干上昇している。 
 ・密度補正：人口や行政サービス利用者等の密度
の違いによる費用の多寡を反映する密度補正は、消
防費、下水道費、小中学校費等の教育費関連、社会
福祉費等の保健衛生費などさまざまな項目に適用さ
れており、事業費補正並みの水準となっている。 
 消防費（人口）、下水道費（人口）、小・中学校
費（児童数・生徒数）、保健衛生費（人口）など多
くの項目で前年度を上回っており、こども子育て費
では既存の項目からの移行分も含めて最も大きな加
算額となっている。 
 ・投資補正：社会資本インフラや公共施設の整備
の必要性を補正する投資補正は、下水道費、その他

の教育費、地域振興費（人口・面積）に適用されて
いる。2021年度に下水道費とその他の教育費につい
て加算項目となったため急増している。2024年度は
地域振興費（人口）が他の項目の減少を上回って伸
びたため、加算総額では前年度を上回った。なお、
地域振興費（人口）では航空機燃料譲与税や事業所
税に対応した財政需要を算入しており、空港関係立
地自治体の状況を投資補正で反映させている。 
 ・数値急減補正：国調人口、学級・学校数、農林
水産業の就業者数といった測定単位の更新にともな
う需要額の変動を緩和する数値急減補正は、小中学
校費（学級数・学校数）、農業行政費、林野水産業
費、地域振興費（人口）に適用される。更新後の測
定単位に割増し補正をかけて段階的に本来の水準に
帰着させる。2021年度は国調人口の更新があったこ
とから補正率が上昇しているが段階的に低下傾向に
ある。 
 ・寒冷補正：寒冷や積雪の程度による行政経費の
差を補正する寒冷補正は、道路橋りょう費、港湾費、
小中学校費、生活保護費等のさまざまな項目に適用
されている。2022年度は積雪度の級地の見直しが行
われ、級地が下がる自治体の影響を緩和するために
５年間にわたり段階的に縮小する補正をかけている。
多くの項目で加算額の増加がみられるが要因は不明
である。 
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 ◆ 段階補正の上限値の動向 
 人口規模に応じた行政コストの多寡を補正する段
階補正は、小規模自治体ほど割高なコストになるた
め、割増し補正がかかるようになっている。同補正
は加算項目ではないため、需要額の増額効果を直接
みることはできないが、需要項目によってその上限
値が設定されており、これに注目することで各年度
の割増し効果を推測することができる。 
 図表13は段階補正が適用されている市町村分の項
目の上限値について、過去10年間の推移をみたもの
である。 

 前年度に比べて６項目で上限値を上回っている。
また、新たにこども子育て費（18歳以下人口）が創
設され段階補正が適用され、上限値は1.556と設定
されている。一方こども子育て費へ経費の一部が移
行したその他の教育費と社会福祉費では段階補正の
上限値が大幅に引き上げられている。 
 全体に以前に比べて段階補正が高止まりする傾向
がみられ、人口減少傾向のなかで測定単位の減少に
よる需要額の影響を一定程度緩和する役割が高まっ
ているとみることができる。 

 
図表13 段階補正の上限値の推移 
 
 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024
消防費（人口） 2.095 2.110 2.120 2.120 2.105 2.115 2.735 2.890 3.045 3.045
その他の土木費（人口） 1.925 1.935 1.880 1.940 2.005 2.045 2.990 3.015 3.000 2.970
その他の教育費（人口） 2.210 2.205 2.190 2.210 2.205 2.130 2.145 2.110 2.090 2.405
社会福祉費（人口） 1.350 1.330 1.325 1.325 1.420 1.395 1.395 1.405 1.395 1.505
保健衛生費（人口） 2.865 2.875 2.860 2.895 2.880 2.900 2.960 3.035 3.010 2.910
こども子育て費（18歳以下人口）    1.556
高齢者保健福祉費（65歳以上人口） 1.734 1.702 1.651 1.718 1.685 1.657 1.635 1.586 1.601 1.601
農業行政費（農家数） 2.383 2.383 2.383 2.383 2.383 2.383 2.860 2.860 2.860 2.860
商工行政費（人口） 2.660 2.740 2.830 2.715 2.710 2.705 3.565 3.535 3.555 3.565
徴税費（人口） 3.540 3.600 3.670 3.660 3.750 3.810 4.380 4.625 4.584 4.591
戸籍住民基本台帳費（戸籍数） 1.591 1.578 1.551 1.508 1.508 1.521 1.599 1.609 1.598 1.611
戸籍住民基本台帳費（世帯数） 2.420 2.380 2.440 2.440 3.470 3.470 3.630 3.834 3.852 3.853
地域の元気創造事業費（人口） 15.000 15.000 15.000 15.000 15.000 15.000 15.000 15.000 15.000 15.000
人口減少等特別対策事業費（人口） 15.000 15.000 15.000 15.000 15.000 15.000 15.000 15.000 15.000 15.000
地域社会再生事業費（人口）      10.000 10.000 10.000 10.000 10.000
包括算定経費（人口） 15.000 15.000 15.000 15.000 15.000 15.000 15.000 15.000 15.000 15.000
(資料) 市町村の普通交付税算出資料より作成（かっこ内は測定単位） 
(注) 網掛けは前年度の数値を上回った項目 
 
 
5. 算定結果の分析 ― 都道府県・ 
 市町村団体別 
 
(１) こども子育て費の算定 
 ◆ 標準団体ベースの費用の積算状況 
 こども子育て費の算定について詳しくみてみよう。
図表14は単位費用の一般財源ベースの積算内容を経
費移行前の前年度の金額と比較したものである。 
 各積算内容の項目は前年度の内容をほぼ移行させ
たもので、新たな「こども・子育て施策推進事業費」
はいずれも「こども福祉費」の最後に算入されてい
る。合計額でみると道府県分は前年度を上回ってい

るが、市町村分は下回っており、こども成育行政費
に含まれる経費のうち、前年度に算入されていた
「地域子育て支援事業」がこども子育て費では移行
されていないことが主な要因である。単純にみれば
市町村分の移行後の単位費用は前年度を下回ること
になるが、あくまで単位費用であり各種補正係数を
加えた算定結果で調整されたものと推察される。 
 個別の積算内容をみると道府県分、市町村分とも
に児童手当などの児童措置費、子育て施設の支援費、
母子保健衛生など制度に則ったものを中心に前年度
を上回っており、地財計画にもとづく給与改定の反
映や施策の充実などによる増額が散見される。なお、
地財計画では物価高騰対策として委託料の増額が盛 
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図表14 道府県分・市町村分のこども子育て費の積算内容と移行前の積算額との比較（一般財源ベース） 
 
                               （千円） 

道 

府 

県 

分 

 積算内容 2024 2023 備 考 

こ
ど
も
育
成
費 

こども成育行政費 352,534 341,883  
 うち給与費 129,870 128,440 2023・2024年度職員数21人 

母子保健費 340,144 233,692  
 うち給与費 13,760 13,610 2023・2024年度職員数２人 
 うち委託料 167,034 160,132  

母子医療対策費 278,497 255,759  
 うち委託料 1,293 1,220  

子ども・子育て支援費 19,027,331 17,287,597  

こ
ど
も
福
祉
費 

児童措置費 5,458,739 4,901,178  
児童相談所費 1,026,842 956,915  

 うち給与費 896,080 820,590 2023年度134人 2024年度145人 
 うち委託料 1,655 2,009  

児童一時保護所費 89,882 69,128  
 うち給与費 52,080 51,510 2023・2024年度職員数８人 
 うち委託料 539 654  

児童扶養手当及び母子父子寡婦福祉
対策費 731,645 678,379  

 うち給与費 32,920 32,560 2023・2024年度職員数５人 
青少年保護育成費 21,213 20,990  

 うち給与費 19,160 18,950 2023・2024年度職員数３人 
こども・子育て施策推進事業費 284,719 60,000 2023年度は包括算定経費の少子化対策費 

合  計 27,611,546 24,805,521  

市 

町 

村 
分 

 積算内容 2024 2023 備 考 

こ
ど
も
成
育
費 

こども成育行政費 58,228 94,933  
 うち給与費 37,290 37,010 2023・2024年度職員数６人 

母子衛生費 153,939 137,548  
 うち給与費 5,090 7,880 2023・2024年度職員数１人 
 うち委託料 11,259 11,236  

子ども・子育て支援費 1,751,181 1,685,863  
公立幼稚園費 74,397 316,210 2023年度は幼稚園費 

こ
ど
も
福
祉
費

児童措置費 219,045 194,308  
 うち給与費 32,200 20,200 2023年度職員数４人・2024年度職員数５人

児童扶養手当及び母子父子寡婦福祉
対策費 225,693 215,149  

 うち給与費 5,090 5,050 2023・2024年度職員数１人 
こども・子育て施策推進事業費 65,748 10,000 2023年度は包括算定経費の少子化対策費 

合  計 2,548,231 2,654,011  
(資料) 地方財務協会『地方交付税制度解説（単位費用編）』2023年度、2024年度版から作成 
 
り込まれ、積算内容ではこれが反映されているが、
一部は前年度を下回っておりその要因は不明である。 
 
(２) こども子育て費の算定結果 
 図表５－１・２でみたようにこども子育て費が創
設され、社会福祉費等の子ども関連の経費を移行し
たことにより、移行元の需要額が大幅に減少した。
そこであくまで粗い試算であることをお断りした上
で、その他の教育費、社会福祉費、（保健）衛生費
の減少額に対するこども子育て費の比率を「復元率」

と見なして算定結果を分析した。なお、包括算定経
費（人口）においても一部子育て経費が移行してい
るが、金額が小さいことと包括算定経費自体が前年
度を上回っていることから試算から除いた。 
 その結果、道府県分ではすべての都道府県、市町
村分ではすべての政令市、中核市等（施行時特例市
含む以下同じ）、一般市では89％、町村では81％の
自治体で復元率が100％を超えた。ただし、一般市
や町村では復元率の格差が大きく、一般市では最大
で140％台、最小で80％台、町村では最大で250％台、
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最小で50％台というケースがみられた。移行元の社
会福祉費等の需要額は2023年度と2024年度で、こど
も子育て費への移行分以外の変動要因も含まれるた
め、これ以上の指摘はできないが、測定単位が変
わったことによる算定結果への影響についてさらに
個別自治体の算定結果に遡り検証する必要がある。 
 
(３) 都道府県の需要額の状況 
 次に道府県分の需要額の算定結果を都道府県別に
みてみよう。 
 図表15は臨財債控除前の需要総額の伸び率を主要
項目別に表したものである。図の見方はグラフ中の
数値が需要総額の伸び率、棒グラフは需要総額の伸
び率に対して各項目が何％寄与したかを寄与率で表
したもので、各項目の合計が総額の伸び率となる。
なお東京都の数値は都区合算のうち東京都分のみで

ある。 
 まず、総額の伸び率をみると、８割以上の都府県
でプラスの伸び率となっており、個別算定経費や包
括算定経費だけでみると北海道を除くほとんどの都
府県でプラスに寄与している。一方、公債費はすべ
ての都道府県で前年度を大きく下回っており、既述
のように交付税再算定における臨財債償還基金費相
当額の控除により大きく減少したとみられる。 
 最も伸び率の高かった滋賀県の個別算定経費の算
定結果の内訳をみると、こども子育て費への移行に
よりその他の教育費、社会福祉費が大幅に減少する
一方、衛生費は微減にとどまっており、こども子育
て費がこれを上回ることで減少を相殺している。こ
のほか減少項目としては道路橋りょう費（道路の延
長）、港湾費（港湾・外郭施設の延長、漁港・外郭
施設の延長）、その他の教育費（私立学校等生徒 

 
図表15 都道府県別（道府県分）の需要額（臨財債控除前）の伸び率および項目別寄与率 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(資料) 総務省ホームページ「基準財政需要額及び基準財政収入額の内訳」より作成 https://www.soumu.go.jp/main_sosiki

/c-zaisei/kouhu.html 
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数）、生活保護費（町村部人口）、包括算定経費
（面積）などがあげられるがいずれも減少は小幅で、
給与改定や物価高騰対策、社会保障の需要増などに
より多くの項目で高い伸びがみられる。 
 一方、個別算定経費と包括算定経費を合わせた寄
与率が最も小さかった青森県では、こども子育て費
の移行関連項目の減少に加え、地域振興費の減少が
目立っており、地域の元気創造事業費や人口減少等
特別対策事業費も前年度を下回るなど減少項目が比
較的多くみられる。地域振興費は主に公共事業債や
単独事業債の元利償還金の減少であり、地域の元気
創造事業費や人口減少等特別対策事業費のうち前者
は係数の見直し、後者は地方創生の成果へのシフト
などの算定の見直しが行われていることから、若干
の影響が表れたと推察される。なお、包括算定経費
の寄与率は高めである。 
 
(４) 市町村の需要額の状況 
 次に市町村の状況を交付団体、不交付団体（特別
区分は除く）をあわせて団体別にみてみよう。

 ◆ 需要額の総額（臨財債控除前） 
 図表16－１は需要額の総額（臨財債控除前）の伸
び率の分布状況である。図中の数字は各伸び率に含
まれる自治体数を表している。 
 道府県分と同様に需要額が前年度を上回る自治体
が大半を占めており、政令市及び中核市等ではすべ
て、一般市や町村でも85％以上となっている。2023
年度の算定結果でも前年度を上回る自治体は多かっ
たものの、伸び率は０％以上２％未満が中心である
のに対し、2024年度は２％以上が半数近い割合と
なっている。 
 大項目別の寄与率でみると概ね道府県分の傾向と
一致しており、個別算定経費、包括算定経費がほぼ
プラスに寄与しており、地方創生等臨時的経費では
プラスに寄与している自治体が多いもののマイナス
の自治体も散見される。公債費についてはマイナス
値をとるものが多いが、一般市や町村では２割から
３割程度はプラスの寄与率がみられる。 
 以下では主要項目である個別算定経費、公債費、
包括算定経費のそれぞれの寄与率について団体別に
みていこう。 

 
図表16－１ 需要総額（市町村分・臨財債控除前）の伸び率の団体別分布 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(資料) 同上 
 
 ◆ 個別算定経費（地方創生等臨時交付金を除く） 
 個別算定経費は需要額全体の７割を占めるため、

需要額全体の主要な決定要因となっている。 
 図表16－２は団体別の寄与率の分布を表したもの
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である。昨年度に比べて前年度を下回る自治体の割
合は低く、政令市や中核市等ではゼロ、一般市では
11％、町村では17％にとどまる。一方、プラスの寄
与率は昨年度に比べて高くなっており、３％以上が
政令市では60％、中核市等が20％、一般市が13％、
町村で12％を占めている。 
 団体別の増減の要因は多岐にわたっているため、
厳密な傾向をとらえることはできないが、マイナス
値の分布がみられる一般市や町村の項目のうち前年
度を下回る自治体数が５割を超える項目をみると、
一般市では道路橋りょう費（道路の延長）、小・中
学校費（学級数）、こども子育て費移行関連（その
他の教育費（人口・幼稚園等の子どもの数、社会福

祉費（人口））、保健衛生費（人口））、農業行政
費（農家数）、徴税費（世帯数）、地域振興費（人
口）があげられる。また、町村でもほぼ同じ傾向で
あるが、このほかに高齢者保健福祉費（65歳以上人
口）があげられる。 
 このうちこども子育て費移行関連の３項目の減少
が、こども子育て費の増額分を上回る自治体が一般
市で74自治体、町村で178自治体となっており、こ
ども子育て関連の需要額のマイナスに影響している。 
 このほか、小・中学校費は毎年度改定される学級
数の変動や事業費補正、農業行政費や地域振興費に
ついても事業費補正の各動向が影響していると考え
られる。 

 
図表16－２ 個別算定経費の寄与率の分布 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(資料) 同上 
 
 ◆ 公債費 
 図表16－３は公債費の団体別の寄与率の分布であ
る。全般的には各団体規模を通じてマイナスに寄与
する自治体が多くみられ、道府県分と同様に臨財債
元利償還費の減少および減税補てん債の減少などが
主な要因となっている。 

 一方、一般市や町村でプラスの分布が多いのは過
疎対策事業債償還費の増加によるもので、過疎対策
事業債のソフト事業などが加わり地方債計画におけ
る発行枠が増えるなかで、償還費が増加したものと
みられる。  
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図表16－３ 公債費の寄与率 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(資料) 同上 
 
 ◆ 包括算定経費 
 図表16－４は包括算定経費の寄与率である。 
 総額ではほぼすべての市町村でプラスの算定結果
となっており、このうち人口を測定単位とする需要
額では給与改定や会計年度任用職員の勤勉手当の支
給などが単位費用を引き上げたことで全市町村で前
年度を上回った。一方、河川・水防費や建設事業費

等を含む面積を測定単位とする需要額は単位費用の
減少傾向が続いており、前年度比マイナスとなった
自治体数は80％から90％台にのぼる。 
 団体別の分布状況をみると一般市や町村では寄与
率が0.6％以上の分布がみられ、とくに町村では
50％超となっており、単位費用の引き上げに加えて
段階補正が寄与しているものと推察される。 

 
図表16－４ 包括算定経費の寄与率 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(資料) 同上 
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(５) 地方創生等臨時的経費の団体別算定結果 
 地方創生等臨時的経費については４項目の需要額
や算定内容の変化を直接みることにする。 
 2024年度は臨時的経費の総額における変動はなく、
各種算定式の見直しによる需要額への影響によるも
のである。 
 図表17は地方創生等臨時的経費の４項目の算定結

果を団体別に積み上げたものである。総額では政令
市、中核市等が前年度を下回り、一般市、町村が上
回った。項目別に見ると以下のような傾向となった。
地域社会再生事業費以外は算定の内容を見直してい
ることや採用する統計データの改定などにより算定
結果で増減が見られるが、増減率はせいぜい数％以
下にとどまる。 

 

 政令市 中核市等 一般市 町村 
地域の元気創造事業費 増 増 減 減 
人口減少等特別対策事業費 減 減 増 増 
地域社会再生事業費 前年度比同 
地域デジタル社会推進費 減 減 同 増 

 各項目の算定内容の見直しは以下の通りである。 
 ◆ 地域の元気創造事業費 
 測定単位を人口として、段階補正と「行革努力分
（経常態容補正Ⅰ）」および「地域経済活性化分
（経常態容補正Ⅱ）」による補正をかける項目であ
る。 
 行革努力分の指標は①ラスパイレス指数（前年度
および直近５カ年平均）②経常的経費削減率③地方
税徴収率④業務システムに対するクラウド導入率を
採用し、全国の数値との差などに応じて割増しまた
は割落とし補正をする。2024年度は①②の係数の見
直しや③の比較年度の更新による数値（金額）の入
れ替えなどが行われた。なお、②については比較年
度の更新はなかったため係数は変わらなかった。 
 地域経済活性化分の指標は⑤農業算出額⑥製造品
出荷額⑦小売業年間商品販売額⑧若年就業率⑨女性
就業率⑩高齢者就業率⑪従業者数⑫事業所数⑬一人
当たり地方税収を採用し、全国と比較して改善度合
いが大きい団体の需要額を割増す。なお、⑪⑫につ
いては団体別の改善度合いで算定する。2024年度は
⑥⑪⑫の比較年度の更新、統計データの入れ替えと
それにともなう係数の見直し、⑨の係数の見直しな
どが行われた。 
 行革努力分については主に①や③の実績値、地域
経済活性化分は産業データの更新が、それぞれ補正
係数に影響を与えたとみられ、特に地域経済活性化

分は経済活動が活発な都市部の割増し補正に優位に
働くとみられ、政令市や中核市等の需要額の増加に
表れたと推察される。 
 ◆ 人口減少等特別対策事業費 
 測定単位を人口として、段階補正と地方創生の
「取組の必要度（経常態容補正Ⅰ）」と「取組の成
果（経常態容補正Ⅱ）」による補正をかける項目で
ある。 
 取組の必要度の指標は①人口増減率②転入者人口
比率③転出者人口比率④年少者人口比率⑤自然増減
率⑥若年者就業率⑦女性就業率⑧有効求人倍率⑨一
人当たり各産業の売上高を採用し、全国平均の増減
率との比較で劣位にある場合に割増し補正する。
2024年度は段階補正の引き上げ、①～④の比較年度
の更新および係数の見直し、⑦の係数の見直しが行
われた。 
 取組の成果の指標は⑩人口増減率⑪出生率⑫年少
者人口比率⑬転出者人口比率⑭若年者就業率⑮女性
就業率を採用し、全国平均と比較して改善度合いが
大きい団体の需要額を割増す。このうち⑩⑫は団体
別で比較して算定し、⑪以外は取組の必要度と同じ
指標である。2024年度は⑩～⑬の比較年度の更新お
よび係数の見直し、⑮の係数の見直しが行われた。 
 算定は段階的に取組の成果にシフトしているが、
団体にかかわらず出生率や年少者人口比率などの指
標が改善する自治体は限られており、各種指標が更
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新されるなかで政令市や中核市等においても前年度
を下回る結果となった可能性がある。一方、一般市
や町村で増加した要因は不明だが、段階補正や条件
不利地域に適用される割増率がプラスに寄与した可
能性も考えられる。 
 ◆ 地域社会再生事業費 
 人口減少社会を踏まえた需要額算定で、人口を測
定単位として段階補正および人口減少率や非人口集
中地区人口比率などを補正に用いるため、基本的に
は条件不利地域の財政需要に焦点を当てた項目であ
る。2024年度は指標や係数を含めまったく変更がな
いため、団体にかかわらず前年度比同額となった。 
 ◆ 地域デジタル社会推進費 
 地域における５Ｇなどのデジタル化推進の経費で
あり、人口を測定単位として段階補正および経常態

容補正の指標として①高齢者・障がい者人口割合②
一次産業事業所数が採用されており、2023年度と
2024年度に限ってはマイナンバー利活用特別分とし
て経常態容補正Ⅱが設けられ、マイナンバーカード
の交付率に応じた割増率が適用される。 
 2024年度は障がい者人口の更新と係数の見直し、
事業所数等の経済センサスの更新と係数の見直し、
その他条件不利地域の割増し係数についても比較年
度の更新、マイナンバーカード保有枚数の更新など
が行われた。 
 算定結果については係数の見直しが多く、指標の
変化との関係がとらえきれないため明確なことはい
えないが、条件不利地域の割増しにより町村では一
定程度増額効果として効いた可能性がある。 
 

 
図表17 地方創生等臨時的経費の項目別の状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(資料) 同上 
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結び ― インフレ基調で問われる 
算定のあり方 
 
 2024年度は2023年度の人事委員会勧告等にもとづ
く給与改定および会計年度任用職員の勤勉手当の支
給、物価高騰対策、こども子育て政策の強化などが
反映されることで、地財計画、一般財源総額ともに
高い伸び率となった。これを受けて交付税算定にお
いても算定項目ごとに人件費の拡充が反映され、
久々に多くの項目で単位費用が引き上げられ需要額
の増加につながった。振り返ると地方交付税は長ら
くデフレ基調のもとで経費の縮小あるいは現状維持
を基本として、地方創生等臨時的経費などの算入で
増額を図ってきたといえる。しかし、2024年度は明
らかに人手不足や原油高や円安などを背景にインフ
レ基調の算定へと大きく踏み出したということがで
きる。2025年度の地財計画でも2024年度の給与改定
等に加え、2025年度の同改定を先取りした給与改善
費が計上され、物価高騰対策の増額などとあわせて
大幅な歳出増が見込まれている。今後はこうしたイ
ンフレ基調と人口減少社会の財政需要の変化をあわ
せて、交付税算定が中期的にどのような影響を受け
るか注視していく必要がある 
 2024年度の交付税算定の分析を通じて明らかと
なった特徴や課題を述べて本稿を締めくくる。 
 第一に交付税算定の側からみたインフレ基調にお
ける需要額の十分性の問題である。2024年度算定で
は物価高騰対策として公共施設等の光熱費について
は包括算定経費（人口）において、委託料の上昇分
については該当する関連項目の単位費用に反映させ
たが、その他にも単位費用の算定基礎には内部管理
費である「需要額等」など物価上昇による自治体の
負担増が想定される費目も含まれている。こうした
交付税算定の内容からみると、地財計画において一
般行政経費の単独分に、より広い範囲での物価高騰
対策の充実が求められる。 
 第二にインフレ基調における包括算定経費のあり
方である。人口を測定単位とする包括算定経費は総
務費などの内部管理費を中心に（一部建設事業費を
含む）重要な経費が算定されているが、2007年度に

創設されて以来減少傾向が続き、2020年度以降は増
加に転じたものの、その後も一時的な変動を来す予
見可能性を欠いた算定結果となっている。その要因
の一つは拙稿（「自治総研」2021年12月号）で指摘
したように、当該項目に留保財源の変動にともなう
需要額調整の調整弁の機能があるためと推察される。
また、そもそも補正係数が主に段階補正に限られ、
単位費用の変動が団体規模にかかわらず直接的に需
要額に表れやすい算定上の要因もある。しかし、こ
うした算定上の技術的な事情があるにしても、今後
インフレ基調のもとで総務費等の増額などが需要額
に着実に反映されるためには包括算定経費の補正係
数の見直し、留保財源率のあり方などの検討が必要
ではないかと考える。 
 第三にこども子育て費の算定結果についてである。
第５章の分析で指摘したように、既存の需要項目か
らこども子育て費に移行させた結果、特に一般市や
町村では前年度との大きな変動が生じた自治体が散
見された。単位費用だけでみれば標準団体の同じ需
要額を人口から18歳以下人口に割り直しただけであ
るが、測定単位が変わることで補正係数では修正し
きれない変動が生じた可能性も考えられる。この原
因について本稿では詳細な分析に至らなかったが、
18歳以下人口の格差が広がるなかで標準的行政経費
としての意義を踏まえながら引き続き注目していく
必要がある。 
 第四に地方創生等臨時的経費の「地域の元気創造
事業費」や「人口減少等特別対策事業費」について
は行革や地方創生の成果などの指標が補正係数に用
いられてきた。しかし、歳出削減を評価の一つとす
る行革算定は、インフレ基調における財政需要の状
況を鑑みると時代遅れの印象を受ける。また地方創
生の成果にいたっては、石破政権がこれまでの地方
創生の失敗を認めるなかでは算定自体の意義が問わ
れる。筆者はこれまでも、時の政権の政策を受けた
臨時的経費については、その指標の内容も含めて標
準的行政経費を算定する交付税のあり方として適切
ではないと指摘してきた。ただし、臨時的経費を通
じて確保されてきた交付税の額自体は自治体の財政
状況からみて必要な額である。やはり、人口減少社
会を踏まえて中期的に算定に耐えうる費目や算定内

●－自治総研通巻558号 2025年４月号－●

－ 46 －



 

－ 31 － 

●
－自治総研通巻558号 2025年４月号－●

容の検討が必要である。 
（とびた ひろし 公益財団法人地方自治総合研究所副所長） 
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